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申請・更新フォーム（必要書類）  

 

このページに記載されている内容を確認のうえ、以下の専用リンク（Googleフォーム）よりお手

続きください。 

 

 ▶https://forms.gle/2wNDrzsu62ZbYBuC8 

QR コード 

 

 

 

 

 

 

 

【※新規申請の方へ：提出書類の注意事項】  

申請フォーム内にて、以下の書類（画像または PDF データ）のアップロードが必要です。 

・医師の診断書 または 障がい者手帳の写し 

・追加資料（該当者のみ）：  

発達障がい等の診断書で、幼少期に作成されたものをお持ちの場合は、現在の状況を確

認するため、追加で面談にて詳しくお話を伺います。また、可能な範囲で「高校時代に

受けていた支援の内容がわかる資料」や「知能検査（WAIS 等）の結果」があれば、併せ

てご提出ください。 

 

 

 

 

 

 

高千穂大学障がい学生支援に関するガイドライン 

 

2020年3月17日制定 

 

はじめに 

高千穂大学（以下「本学」という。）における障がい学生に対する支援は、「高千穂大学障がい

学生支援規程」（以下「規程」という。）に基づき実施される。本ガイドラインにおいては支援

の対象、障がいおよび支援の詳細について定める。 

 

https://forms.gle/2wNDrzsu62ZbYBuC8
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1． 支援に当たっての範囲 

 

（1）学生の範囲 

本ガイドラインにいう学生とは、本学に在籍する学生（学部生、大学院生、科目等履修生および

留学生）とする。ただし、本学に入学を希望する者についても、本学に在籍する学生に準ずる者

として学生の範囲に含める。 

 

（2）障がいの範囲 

障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会的生活に相当な制限を受ける状態にある

学生とする。 

 

（3）支援の対象者 

障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会的生活に相当な制限を受ける状態にある

者で、かつ障がい者手帳（および障がいの種類によっては医師の診断書等の根拠資料）を有する

学生が、自ら学生生活上の支援の必要性を申し出た場合、当該学生を含めて建設的な対話を行

い、支援が必要であると本学が認定した者を支援の対象とする。なお、一時的な疾病等について

は原則、支援の対象としない。 

 

（4）「合理的配慮」としての支援内容 

①入学試験（入学前、受験時など） 

②修学（授業、卒業など教務事項） 

③学内における学生生活（課外活動、学校行事などの学生支援） 

④就職支援（イベント、企業訪問など） 

⑤意見交換（支援内容について学生との会合の場の設定など） 

 

2． 支援内容について 

 

（1）支援内容の決定手順 

学生本人の申し出により、当該学生・保護者と本学が建設的対話をし、双方の合意に基づいた内

容に対して、学長が合理的配慮により支援を決定する。その際、本学の教育目的・内容・評価の

本質について変更することはしない。支援の策定及び内容の調整は障がい学生支援合同会議にて

行う。また、支援内容について必要がある場合には変更も含め調整を行う。 

 

（2）支援内容 

上記（1）により支援内容を決定する際、本学においては以下の内容を参考に考慮する。 

①入学試験における支援は、大学入試センター試験の「受験上の配慮」 

②通常の授業形態を前提として授業教室での座席や教室間移動への配慮 

③エレベーター、専用トイレ、リフトの使用 
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④その他の学生の利益を著しく毀損しない 

 

（3）「合理的配慮」としての支援内容に含まれないもの（例） 

①教育に関わる本質的な変更を伴うもの 

成績評価において、教育目標や公平性を損なうような評価方法、評価基準の変更や、合格基準

を下げること、卒業要件を緩和することなど 

②体制面、財政面において均衡を損なう場合、または本学にとって過度の負担を課すもの 

・ 大きな財政負担や管理が必要となる施設設備の改修要望 

・ 学内での学生生活（授業を含む）で必要な個人装置やサービスの提供及びそれ係る費用（本

人手配・負担） 

・学内移動時に必要な介助者の手配及びそれに係る費用（本人手配・負担） 

・ボランティア手配及びそれに係る費用（本人手配・負担） 

など 

③教育と関係ない個人的な生活全般に係わる支援 

・ 個人に対する車椅子の提供等装備への負担 

・ 本学の修学と関係のない課外活動についての支援 

など 

 

3． その他 

 

（1）留意すべき事項 

①支援に関する相談窓口は学生課とする。 

②個人に係る相談内容などの秘密は厳守する。教員、他部署との情報共有が必要な場合は、事前

に本人の了承を得る。 
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障がい学生支援に関する運用申し合わせ事項（2026 年施行） 

 

2026 年 3 月 10 日 

学生委員会 

 

高千穂大学では、2024 年 4 月の改正障害者差別解消法の施行（合理的配慮の義務化）を受け、

2026 年度より支援体制を刷新する。教員が孤立せず、組織として公平かつ持続可能な支援を行う

ための指針である。 

 

1．基本方針 

・教育的目標の設定：本制度は、単に学生に便宜を供与するものではなく、卒業後の社会生活を

見据え、学生自身が自らの障がい特性を理解し、必要な支援を主体的に申請・管理する能力を養

うことを教育目標の一つとする。 

・自律の促進：合理的配慮は、社会的障壁を除去することで学生の主体的な学びを支える「教育

的配慮」であり、過保護な支援に陥ることなく、自立を促す運用を徹底する。 

 

2. 組織体制と「チーム支援」の導入 

・実務担当者の参画：規程第 5 条第 2 項に基づき、迅速な判断と現場調整を行うため、障がい学

生支援合同会議に学生課および教務課の担当職員を常設メンバーとして加える。 

・チーム支援の徹底：授業担当教員、事務局、専門医（羽藤医師）による「支援チーム」を構成

し、困難事例については「ケース・カンファレンス」を実施することで、特定の教員が対応を抱

え込むことを防ぐ。 

・知見の共有：個人情報保護に配慮しつつ、支援チーム内で有効だった配慮手法や成功事例を共

有し、教員の負担軽減と支援の質の向上を図る。 

 

3. 申請ルール 

・申請期限： 原則として各学期の「第 1 回抽選科目登録（履修登録）期限」を申請期限とし、期

限内の申請がない場合は当該学期の支援を行わない。 

・支援開始フロー 

申請：学生によるフォーム送信（自己申告）  

調整：合同会議メンバーによる面談（調整案の作成）  

審査：羽藤医師による面談と医学的妥当性の検証  

決定：合同会議での最終決定および承認  

通知：教員への依頼書送付による支援開始  

・有効期限： すべての配慮決定に「当該学期末まで」の有効期限を設ける。継続希望者は学年末

ごとに再申請を行うものとする。 

・遡及適用の禁止： 合理的配慮は大学が正式に承認した日以降に適用し、申請前の欠席、課題、
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試験結果等への遡及対応は一切行わない。 

 

 

4. 学期末のモニタリング 

・随時報告の受付：授業担当教員は、配慮の実施状況や学生の修学実態を学期を通じて随時「実

施報告」できるものとする。 

・情報の蓄積：随時報告された内容は事務局および支援チームで共有し、活用する。 

 

5. 個人情報の管理と守秘義務 

・適法な共有： 支援チーム内での情報共有は、適切な教育機会の確保という正当な業務目的に基

づくものであり、個人情報保護法上の「第三者提供」に該当しない。 

・同意の取得： 申請時に「支援に必要な範囲内で関係教職員（支援チーム）間で共有されること」

への同意を必須とする。 

・機密保持： 診断名等の機微情報は窓口（学生課等）が厳重に管理し、授業担当者には「具体的

な配慮事項」を中心に共有する。 

 

6. 教育の本質（出席・評価基準）の維持 

・評価の同一性： 合理的配慮は「評価方法」を調整するものであり、合格ラインを下げる等の「採

点基準」の変更は行わない。 

・出席の代替措置： 語学や演習等の科目特性に応じ、出席補完のための代替課題等には一定の上

限を設ける。 
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● 合理的配慮とは 

大学等における合理的配慮とは「障害のある者が、他の者と平等に教育を受ける権利を享

有・行使することを確保するために、大学等が必要かつ適当な変更・調整を行うことであ

り、障害のある学生に対し、その状況に応じて、大学等において教育を受ける場合に個別に

必要とされるもの」であり、かつ「大学等に対して、体制面、財政面において、均衡を失し

た又は過度の負担を課さないもの」と定義されています。 

 

● 合理的配慮の内容決定の際の留意事項 

○ 配慮を決めていくにあたり、教育の目的・内容・評価の本質を変えないという原則があり、

具体的には、学部の教育目的や 3 つのポリシーやシラバスに沿うということです。また、合

理的配慮は機会均等を目指すもので、結果（単位取得や進級、卒業等）を保証するものでは

ありません。 

○ 過度な負担については、単に一般的・抽象的な理由に基づいて判断するものではなく、個別

の事案ごとに、次の各号の要素等を考慮し具体的な状況等に応じて総合的・客観的に検討を

行い判断します。また、多重な負担や過度な負担に当たると判断した場合には、障がいのあ

る学生にその理由を説明し、理解を得るよう努めていきます。 

① 教育及び研究、その他本学が行う活動への影響の程度（その目的・内容・機能を損なう

か否か） 

② 実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約） 

③ 費用・負担の程度 

④ 事務・事業（教育及び研究）の規模 

⑤ 財政・財務状況 

 

● 合理的配慮に含まれないと思われるものの具体例 

（教育に関わる本質的な変更を伴うもの） 

○ ディスカッション等を必要とする授業を座学に変更するなど、教育プログラムの性質を根本

的に変更すること 

○ 試験の問題を簡単にすることや合格の基準を低くすることなど、単位認定基準や卒業要件を

緩和すること 

○ 欠席した授業を出席扱いにすること 

○ 遡って対応・配慮を求めること 

 

（物理的制約、財政上・管理上の負担を伴うもの） 

○ 成績管理上の制約を越えてレポート課題の期限を過度に延ばすこと 

○ 試験実施における管理上の制約を越えて過度に試験時間を延長すること 

○ 授業の進め方の変更を行うことで、他の学生の学習機会が著しく損なわれること 
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（個人的な装置・サービスの提供） 

○ 大学に過度の負担を課すもの（人員面や体制、財政） 

○ 個人に対して物品を提供することや、学外における人員によるサービスを提供すること 

 

 

● 障がい別支援事例（日本学生支援機構による分類） 

 

○ 視覚障がい 

・ 文字を大きく板書 

・ 板書の撮影許可 

・ 着席座席の配慮 

・ ルーペ、単眼鏡の使用 

 

○ 聴覚障がい 

・ ゆっくりと明瞭に話す 

・ 授業内容の録音の許可 

・ 補聴器等支援機器の利用の許可 

・ 着席座席の配慮 

・ 重要事項等を板書や文書等により伝達 

 

○ 肢体不自由 

・ 激しい運動はできないこと、また避けるべきであることを体育科目の担当教員に伝える 

・ 授業内では時間がかかる作業への支障がない範囲で多くの時間をとる、もしくは自宅で作業 

・ スライドや板書の写真撮影を許可 

・ 筆記試験時に机上でのすべり止めシートの使用 

・ 体育科目で可能な運動への変更や運動の替わりに別課題に変更 

・ 教室移動に伴う遅刻に関する配慮 

・ 着席座席の配慮 

 

○ 病弱・虚弱 

・ 保健室利用の配慮 

・ 授業中の途中退席の許可 

・ 病気により野外活動に制限があるため課題等で対応するように科目担当教員へ依頼する 

・ 体育の授業中に本人から申し出があった場合は休憩を認める 

・ レポート等の提出締め切り期日の延長 

・ 授業欠席時には自宅で実施可能な課題への代替 

・ 欠席時の授業の資料配付 
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○ 発達障がい 

・ 視覚（板書、書面、電子掲示等）情報による伝達や確認の声かけ 

・ 授業の録音や板書の写真撮影および文字起こしアプリの使用 

・ 質問を受けた際の丁寧な応答と助言 

・ レポート等の提出期限を可能な範囲で延長 

・ 履修登録の際にゼミ教員や教務委員会に科目選択の指導や助言 

・ 問いかけに対し返答が著しく遅れることがあることを理解し、本人の考えがまとまるまで可

能な範囲で時間を与える 

・ 保健室、学生相談室を案内する 

・ 体調不良のため授業に遅刻や欠席をすることがある（欠席や遅刻を容認するものではない） 

・ 着席座席の配慮 

・ 講義資料を授業前にある程度余裕をもって配布 

 

○ 精神障がい（その他の障がい含む） 

・ 授業の一時退室や欠席についての配慮・着席座席の配置 

・ 別室での受験および着席座席の配慮 

・ 発話できない場合の筆談 
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高千穂大学障がい学生支援規程 

 

2020年3月17日制定 

 

（目的） 

第1条 この規程は、障害者基本法並びに障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律その

他の法令の定めに基づき、高千穂大学における障がい学生支援に関するガイドラインに即し

て障がい学生支援を実施するために必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第2条 この規程において、「障がいのある学生」とは、身体障がい、知的障がい、精神障がい

（発達障がいを含む）その他の心身の機能に障がいがあり、障がい及び社会的障壁により継

続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある学生をいう。 

（責務） 

第3条 学長は、障がいのある学生に対し不当な差別的取り扱いをすることにより学生の権利・

利益を侵害することのないよう、全学的な障がい学生支援を推進するための具体的方策を講

じなければならない。 

（支援の申し出） 

第4条 障がいのある学生は、入学前、入学後のいずれの時期においても、修学に必要な支援の

要請を申し出ることができる。 

第5条 入学前の支援の申し出は、入試課が受理し、入試委員長他関係する委員長または常任委

員及び事務局と聴取する。入学後の支援の申し出は、学生課が受理し、学生委員長他関係す

る委員長または常任委員及び事務局と聴取する。聴取の際には学生の教育的ニーズと意思に

ついて充分な確認を行ない、障がい学生支援合同会議に報告しなければならない。 

2 障がい学生支援合同会議は、学生委員長、教務委員長、学務部長及びその他学長が必要と認

めた者で構成する。 

（支援計画の策定） 

第6条 障がい学生支援合同会議は、学生からの支援の申し出に対し、その教育的ニーズと意思

について充分に尊重した上で、関係部局（委員会、事務局、カウンセラー等）と協議し、個

別の支援計画を策定する。 

（合意の形成） 

第7条 支援計画は当該学生の合意を得て決定する。障がい学生支援合同会議は、当該学生に対

し支援計画について充分な説明の機会を設け、支援内容に関する共通理解及び合意の形成を

図らなければならない。 

（支援の実施） 

第8条 具体的支援は、障がい学生支援合同会議が主たる責任を持って実施し、円滑に行われる

よう、関係部局間の調整をする。 

（相談対応） 
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第9条 障がい学生支援合同会議は、具体的支援が円滑かつ継続的に行われるよう、障がい学生

及び関係部局からの相談に的確に応じ、具体的支援の課題の解決に努めなければならない。 

（支援に係る事務） 

第10条 具体的支援に係る事務は、学生課において処理する。 

（秘密保持義務） 

第11条 障がい学生に従事する者または具体的支援に係る事務に従事する者は、正当な理由な

く、障がいのある学生及び障がい学生支援に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（補足） 

第12条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に必要な事項については、理事会が定め

ることができる。 

 

附則この規程は、2020 年 3 月 17 日から施行する。 

 

 

 


